
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 21 年 4 月 13 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要： 
都市域においてソフト的な水防災政策（土地利用規制・建築規制）を実施した場合に生じる便

益と費用を定量的に評価し、ソフト的水防災政策の費用対効果・適用性について検討した。そ

の結果、これらの政策は一定程度の適用性を有すること、建築規制のほうが費用対効果が大き

いことが明らかとなった。 
 
交付額 
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研究分野：複合新領域 
科研費の分科・細目：社会・安全システム科学・自然災害科学 
キーワード：ソフト的水防災政策，水災害危険度，土地需給，費用便益評価 
 
１．研究開始当初の背景 
 
都市の水災害リスクを減らすためには、水

災害に対する脆弱性を対症療法的に減少さ
せる手法と、流域の利用を適切に管理・規制
することで水災害に対して頑健な都市をソ
フト的に創出していく手法の二つが考えら
れる。たとえば、土砂災害に対しては、砂防
ダムや傾斜地崩壊対策工のようなハード的
対策と同時に、土砂災害防止法、建築基準法
等に法的根拠を持つ開発行為規制が存在す
る。これは土砂災害危険度が大きいと判断さ
れる区域を定め、その区域での土地利用や建
築物に一定の規制をかけるものである。 

これまで、流域管理のようなソフト的手法
の重要性は指摘されながらも、水災害に対す
る対策は治水構造物などハード的なものが
中心であった。土砂災害もその大部分は水災
害の範疇に含まれているが、内外水の氾濫な
ど、より狭い意味での水災害に対して、土砂
災害と同様に、土地利用規制などのソフト的
な対策をとることは可能なのだろうか。仮に、
そうした規制を含むソフト的水防災対策を
都市域において実施した場合、水災害被害額
は減少すると期待されるが、その一方で、多
くの人が平常時の利便性や快適性を損なう
というマイナスの側面もある。いったい、都
市域においては、ソフト的水防災政策を実施
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した場合と、実施しない場合とで、どちらが
有利な選択といえるのだろうか。あるいは、
どの程度の管理・規制ならば合理的なのだろ
うか。さらには、従来型のハード的な対策と、
ソフト的な対策をどのように組み合わせれ
ばよいのだろうか。 
 
２．研究の目的 
 

以上のような観点から、本研究では、都市
域においてソフト的な水防災政策を実施し
た場合に生じる便益（水災害被害額の減少）
と費用（平常時における利便性・快適性の低
下）を定量的に評価することで、ソフト的水
防災政策の費用対効果・妥当性について検討
することを目的とする。具体的には、まず、
水理水文学的なモデルを用いて雨水氾濫計
算を行ない、対象とする流域の水災害危険度
を評価する。つぎに、この水災害危険度情報
に基づいて、土地利用規制・建築規制という
ソフト的水防災政策を実施したときの便益
と費用を比較し、政策の費用対効果を検証す
る。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の計画は大きく三つに分かれていて、 
 
1. 雨水氾濫モデルによる水災害危険度の

評価 
2. 対象流域における立地均衡モデルの構

築と同定 
3. ソフト的水防災政策の費用便益評価 
 
から構成されている。 
1 の「雨水氾濫モデルによる水災害危険度

の評価」では、対象流域の雨水氾濫モデルを
構築し、これを用いて流域内の水災害危険度
の地域分布を明らかにする。つぎに、2 の「対
象流域における立地均衡モデルの構築と同
定」では、流域住民世帯の土地需要行動と地
主の土地供給行動をモデル化して立地均衡
モデルを作成し、実際の地代と立地量の地域
分布を再現できるようにモデルを同定する。
最後に 3 でソフト的水防災政策（土地利用
規制, 建築規制）の費用便益を定量的に評価
する。具体的には、1 で明らかにした流域の
水災害危険度に基づいて土地利用規制など
の対策を実施したときに、住民世帯と地主が
どのような土地需給行動を行ない、どのよう
な土地利用状況が出現するのか、2 の立地均
衡モデルを用いて予測する。そして、そのよ
うな土地利用状況下における住民の正の便
益（水災害被害額の減少）と負の便益（平常
時における利便性等の低下）を金銭的に評価
する。 

また、ハード的治水対策における費用対効

果との比較や、様々な治水対策の組合せに関
する検討を行なう。 
 
４．研究成果 
 
 以上の手法を、大阪府寝屋川流域に適用し、
土地利用規制政策と建築規制政策の費用便
益を評価した。 
寝屋川流域は大阪府東部に広がる流域で

ある．流域面積は約 270 km2 であり，大阪
府の面積の約 14 %を占める．流域の約 4分の
3 は，地盤が河川水面より低い低平地となっ
ており，これらの地域では降った雨はそのま
までは河川に流入できず，いったん下水道に
よって集められ，ポンプにより河川に排水さ
れている．本地域では河川改修が進んだこと
により，平成以降の被災家屋数は減少しつつ
ある．しかし急激な都市化によって市街化区
域は 75 %を超えており，内水域からの雨水流
出量が増大し，排水施設の能力を超え浸水す
る内水被害は依然として繰り返されている.  
最近では平成 9 年 8 月にも床上・床下浸水合
わせて 9213 世帯という浸水被害が発生して
いる．大阪府と流域 12 市は，寝屋川流域水
害対策計画（2006 年 2 月 15 日策定）に基づ
き，河道改修や治水緑地，流域調節池等の貯
留施設，地下河川による放流施設等の整備，
流出抑制対策などを行っている． 
 
(1) 土地利用規制の費用便益評価 
 
① 世帯の費用 
 
土地利用規制の実施にともなって，地代が

上昇して世帯の可処分所得が低下したり，世
帯が所有できる住宅床面積が減少したりす
る．こういった効用水準の低下を世帯の費用
として計測する．ただし，一般に世帯の効用
は貨幣の単位を持たないので，ここでは，土
地利用規制の有無による世帯の効用の変化
分を所得の変化に換算して，間接的に世帯の
費用を算出する． 
各再現期間の降雨に基づいて土地利用規

制を実施したときに各所得層の世帯が一年
間に負担する費用を図 1 に示す．これを見る
と，規制レベルを強めるにしたがって，世帯
の負担する費用は増加する．また所得が高い
ほど負担する費用の額は高くなっている． 
 図 2 は費用を各所得層の所得で除して，所
得に対する費用の割合として示したもので
ある．この場合は，いずれの規制レベルにお
いても所得が低いほど費用の割合が大きく
なっている．また規制レベルを強めるに従っ
て各所得層の費用の割合は増加するが，低所
得層の増加傾向が他の層よりも大きいこと
が読み取れる． 
 



 

 

② 地主の費用 
 
 地主の費用は，土地利用規制なしの場合の
供給者余剰から，規制を実施した場合の供給
者余剰を引いたものとして定義される．寝屋
川流域において算出した地主の土地利用規
制に伴う費用を図 3に示す．地主の費用は負
となっていることから，土地利用規制が実施
されても，地主が支払うことになる費用は発
生せず，むしろ利益をうけることがわかる．
これは，土地利用規制が実施されれば，住宅
地として供給できる土地の面積は減少する
ものの，地代の上昇によってそのマイナスが
打ち消されるからである．規制レベルが強ま
るにしたがって地主の利益は増加している． 
 
③ 土地利用規制に伴う便益 
 

土地利用規制による便益は，水災害被害額

の軽減分として算出される．現況ならびに土
地利用規制下での水災害被害額の年間期待
値を水害統計に示されている手順にしたが
って算出し，その差から軽減額を求めた． 

図 4 に，各規制レベルに対する水災害年期
待被害軽減額の推移を示す．金額は各所得層
ごとの総額，および地域全体の総額である．
もっとも弱い規制である再現期間 2年の土地
利用規制であっても，年間期待値で約 27 億
円の被害額が軽減されると算定された．各所
得層ごとの現況での期待被害額の総額は低
所得層で 48 億円，中所得層で 50 億円，高所
得層で 12 億円である．再現期間が 20〜30 年
をすぎると被害軽減額はほとんど変化せず，
現況の期待被害額に漸近しており，水災害被
害はほとんどなくなっている．また，所得層
ごとに一世帯当たりに換算した年期待被害
軽減額を見ると（図 5），所得が高いほど軽減
額が大きい．再現期間 20 年の降雨を基準と
した土地利用規制の場合の年期待被害軽減
額は，低所得層で 9021 円/年，中所得層で
10430 円/年，高所得層で 12358 円/年となっ
ている． 
 
④ 考察 
 
寝屋川流域における土地利用規制に伴う

費用と便益を比較し，本政策の妥当性および
有効性を検証する．図 6 は，地域全体での世
帯の費用，地主の費用，および水災害年期待
被害軽減額をまとめたものである．また，水
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図 1 所得層別一世帯あたりの費用 
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図 2 世帯の費用の所得に対する割合 
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図 4 土地利用規制に伴う水災害被害軽減

額（所得層全体および流域全体） 
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図 5 各所得層一世帯あたりの水災害被害

軽減額 



 

 

災害年期待被害額からすべての費用を差し
引いた値を総便益として示す．総便益が正に
なっているところでは，社会的便益が費用を
上回っていることになる．この図より，再現
期間で 25 年までの弱いレベルの土地利用
規制を行なった場合は総便益が正であるが，
それより強い規制では費用が嵩み，総便益は
負の方向へ大きくなることがわかる．総便益
は再現期間で 5 年の規制レベルのときに最
大となっており，本流域においては，再現期
間 5 年程度の雨（時間 45mm 程度）で浸水す
るような，浸水常襲地域を対象として土地利
用規制を実施することで大きな効果のある
ことが示された． 
 
(2) 建築規制の費用便益評価 
 
① 世帯の費用 
 

図 7は建築規制に伴う一世帯あたりの費用
を示したものである。左の縦軸は一世帯あた
りの費用そのものであり、右の縦軸はそれを
各所得層の所得で除して、所得に対する費用
の割合としたものである。いずれも各所得層
に対して示している。これをみると、所得が
高いほど大きな額を負担することになるが、
所得に対する割合では低所得層ほど相対的
な負担が大きくなっていることがわかる。 
 
② 地主の費用 
 

図 8 は地主の費用である。再現期間で 60 
年相当の規制を実施した場合で年間約 1億円、
再現期間で 100 年相当の規制を実施した場
合で年間約 1.5億円弱という額になっている。 
 
③ 建築規制に伴う便益 
 

図 9 は、建築規制の実施によって生じる便
益、すなわち、水災害被害軽減額の年間期待
値を示したものである。図 7 と同様、左の縦
軸が一世帯あたりの水災害年期待被害軽減
額そのもの、右の縦軸がそれを各所得層の所
得で除したものである。所得が高いほど、水
災害被害軽減額そのものは大きくなってい
る。一方、所得に対する割合は低所得層のほ
うが大きくなっている。 
 
④ 考察 
 
以上の結果より、大阪地域を対象とした建
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図 6 土地利用規制に伴う費用・便益・総
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図 7 建築規制に伴う一世帯あたりの費用
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図 8 建築規制に伴う地主の費用 
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図 10 建築規制に伴う費用・便益・総便益



 

 

築規制に伴う費用・便益・総便益をとりまと
めたものが図 10 である。これをみると、大
阪地域においては、今回検討の対象とした建
築規制ではいずれも総便益が正となってい
ることがわかる。規制の程度を強めるにした
がって、世帯と地主のいずれの費用も増えて
いっているものの、規制による水災害被害額
の軽減も大きくなっており、再現期間で 70 
年相当の規制までは総便益が増大している。
その後総便益はほぼ一定となっており、この
あたりが総便益のピークのようにも思える
が、再現期間で 100 年以上の規制を実施し
た場合を検討していないため、その結果は定
かではない。 
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